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議案第８号

令和３年度玉野市水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和３年度玉野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 ２７，４００戸

（２）年間総給水量 １１，８２４，０００㎥

（３）一日平均給水量 ３２，３９５㎥

（４）主要な建設改良事業

施設改良費 ２，０４６，８００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 １，５５８，９４２千円

第１項 営業収益 １，４６９，１３９千円

第２項 営業外収益 ８９，８０３千円

支 出

第１款 水道事業費用 １，５４７，１４６千円

第１項 営業費用 １，５００，８２５千円

第２項 営業外費用 ４５，８２１千円

第３項 予備費 ５００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額３１８，６４１千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額１８５，２７７千円、当年度分損益勘定留保資金１３３，３６４千円で補てんする

ものとする。）
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収 入

第１款 資本的収入 １，７９４，６１６千円

第１項 企業債 １，４２８，３００千円

第２項 出資金 ３，０３７千円

第３項 分担金 １１，７２９千円

第４項 工事負担金 ３５１，５５０千円

支 出

第１款 資本的支出 ２，１１３，２５７千円

第１項 建設改良費 ２，０９２，５３１千円

第２項 企業債償還金 ２０，２２６千円

第３項 予備費 ５００千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）収益的支出及び資本的支出の各項に計上された予算に過不足を生じた場合にお

ける款内各項の金額の流用

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

水道事業 千円

１，４２８，３００

普通貸借

又は

証券発行

年5.0％

以内

（ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率）

政府資金についてはその融資

条件により、銀行その他の場

合にはその債権者との協定に

よる。ただし、財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

短縮し、もしくは繰上償還又

は低利債に借換えすることが

できる。
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。

（１）職員給与費 １６５，８５３千円

（２）交 際 費 ２００千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、３７，０００千円と定める。

令和３年２月２５日提出

玉 野 市 長 黒 田 晋
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令和３年度

玉野市水道
事業会計予算附属説明書
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（単位：千円）

款 項 目  予定額 備　　　考

  1,558,942 

  1,469,139 

給水収益   1,436,489 水道料金、メータ使用料

その他営業収益      32,650 上記以外の営業活動により発生する収益

     89,803 

受取利息及び配当金          10 預金利息等

他会計負担金       2,149 一般会計負担金

長期前受金戻入      86,217 減価償却費に対応する財源の収益化

雑収益       1,426 不用品売却、その他収益

消費税還付金           1 

款 項 目  予定額 備　　　考

  1,547,146 

  1,500,825 

原水及び浄水費     753,967 受水費及び浄水設備の維持に要する費用

配水及び給水費     292,911 配水設備及び給水管・メータの維持に要する費用

業務費      66,683 水道料金の徴収等に要する費用

総係費      94,216 事業経営全般に要する費用

減価償却費     261,878 固定資産の減価償却費

資産減耗費      31,000 有形固定資産、たな卸資産減耗費

その他営業費用         170 上記以外の営業費用

     45,821 

支払利息及び企業債取扱諸費       3,821 企業債利息償還金

消費税及び地方消費税      20,000 

雑支出      22,000 上記以外の営業外費用

        500 

予備費         500 

令和３年度　玉野市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入

１水道事業収益

１営業収益

２営業外収益

支　出

１水道事業費用

１営業費用

２営業外費用

３予備費
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（単位：千円）

款 項 目  予定額 備　　　考

  1,794,616 

  1,428,300 

企業債   1,428,300 

      3,037 

他会計出資金       3,037 一般会計からの出資金

     11,729 

分担金      11,729 新設工事に伴う分担金

    351,550 

工事負担金     351,550 下水道工事等に伴う負担金

款 項 目  予定額 備　　　考

  2,113,257 

  2,092,531 

施設改良費   2,046,800 施設改良に要する費用

営業設備費      36,564 量水器更新に要する費用

固定資産購入費       9,167 固定資産購入に要する費用

     20,226 

企業債償還金      20,226 企業債元金償還金

        500 

予備費         500 

資本的収入及び支出

収　入

１資本的収入

１企業債

２出資金

３分担金

４工事負担金

支　出

１資本的支出

１建設改良費

２企業債償還金

３予備費
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（単位　　円）

当年度純利益（△は純損失） 71,952,381

減価償却費 250,246,000

資産減耗費 30,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 10,497

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,357,274

賞与等引当金の増減額（△は減少） 135,842

長期前受金戻入 △ 86,217,000

受取利息及び配当金 △ 10

支払利息及び企業債取扱諸費 3,821,000

小計 278,284,990

利息及び配当金の受取額 10

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 3,821,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 274,464,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,792,660,000

工事負担金等による収入 327,058,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,465,602,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,428,300,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 20,225,400

他会計からの出資による収入 3,037,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,411,111,600

資金増減額（△は減少） 219,973,600

資金期首残高 1,127,374,874

資金期末残高 1,347,348,474

令和３年度　玉野市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
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給与費明細書

１ 総 括

（単位 千円）

（単位 千円）

区 分
職員数(人) 給 与 費 法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 職員手当等 計

本年度 12 23 12,548 61,821 65,874 140,243 25,610 165,853

前年度 12 25 12,669 70,884 69,301 152,854 28,523 181,377

比 較 0 △2 △121 △9,063 △3,427 △12,611 △2,913 △15,524

職員手当

等の内訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当

本年度 2,510 1,890 1,481 813

前年度 2,348 2,058 1,935 809

比 較 162 △168 △454 4

区 分 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管 理 職 手 当 期 末 勤 勉 手 当

本年度 12,015 80 1,872 27,379

前年度 10,255 160 3,456 31,207

比 較 1,760 △80 △1,584 △3,828

区 分 児 童 手 当 退 職 給 付 費 費 用 弁 償

本年度 1,820 15,358 656

前年度 1,460 14,957 656

比 較 360 401 0
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２ 給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位 千円）

３ 給料及び職員手当等の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初 任 給

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給 料 △9,063

昇給に伴う増加分

800

平均昇給率 1.8％

その他の増減分

△9,863

新陳代謝等

△9,863

職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他） （計）

本年度 １７人 ６人 ２３人

前年度 １９人 ６人 ２５人

増 減 △２人 ０人 △２人

職員手当等 △3,427

制度改正に伴う増減分

△279

期末勤勉手当

△279

その他の増減分

△3,148

新陳代謝等

△3,148

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

２年１２月１日現在

平均給料月額（円） 317,500 315,700

平均給与月額（円） 378,600 343,300

平 均 年 齢 （歳） 41.4 49.0

元年１２月１日現在

平均給料月額（円） 301,900 314,500

平均給与月額（円） 353,600 344,100

平 均 年 齢 （歳） 40.7 47.0

区 分 一般行政職（円） 技能労務職（円）

国 の 制 度

一般行政職 (円） 技能労務職（円）

高 校 卒
150,600

18歳

166,200 150,600 147,900

大 学 卒 182,200 － 182,200 －
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（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

（４）昇 給

区 分
表

級

行 政 職 技 能 労 務 職 その他

(人)職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

２年１２月１日

現在

７ 級 1 6.3

６ 級 1 6.3

５ 級 2 12.5

４ 級 5 31.2

３ 級 6 37.5 1 100.0

２ 級

１ 級 1 6.2

計 16 100.0 1 100.0 6

元年１２月１日

現在

７ 級 1 5.6

６ 級 2 11.0

５ 級 4 22.2

４ 級 3 16.7

３ 級 6 33.3 1 100.0

２ 級 1 5.6

１ 級 1 5.6

計 18 100.0 1 100.0 6

表 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

行 政 職 部 長 課 長 課長補佐 係 長 主 任 主事･技師 主事･技師

技能労務職 主任技工員 技工員 技工員

区 分 合 計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

本

年

度

職 員 数 (Ａ)(人) 17 16 1

昇給に係る職員数 (Ｂ)(人) 17 16 1

号給数別内訳

１号給(人）

２号給(人） 2 2

３号給(人）

４号給(人） 11 10 1

６号給(人） 4 4

８号給(人）

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0 100.0

前

年

度

職 員 数 (Ａ)(人) 19 18 1

昇給に係る職員数 (Ｂ)(人) 19 18 1

号給数別内訳

１号給(人）

２号給(人） 1 1

３号給(人）

４号給(人） 14 13 1

６号給(人） 4 4

８号給(人）

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0 100.0



- 12 -

（５）特殊勤務手当

（６）期末勤勉手当

（７）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

（８）その他の手当

区 分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率（％）

（２年１２月１日現在）
11.8 12.5 0.0

代表的な特殊勤務手当の名称 停水処分業務手当

区 分

支給期別支給率（月分）
支給率計

（ 月 分 ）

職制上の段階

職務級等による

加 算 措 置

備 考

６ 月 １２月

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 2.25 2.2 4.45 有

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

区 分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度

（月分）

その他の加算

措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

2% ～ 45%

加 算

国の制度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

2% ～ 45%

加 算

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異なる
交通用具利用者について、支給距離区分、支給

額が異なる。



（単位  円）

１．営業収益

（１） 給 水 収 益 1,272,922,000

（２） そ の 他 営 業 収 益 30,975,589 1,303,897,589

２．営業費用

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 668,928,000

（２） 配 水 及 び 給 水 費 202,000,000

（３） 業 務 費 58,406,000

（４） 総 係 費 91,855,648

（５） 減 価 償 却 費 239,055,000

（６） 資 産 減 耗 費 30,000,000

（７） そ の 他 営 業 費 用 170,000 1,290,414,648

営 業 利 益  13,482,941

３．営業外収益

（１）
受 取 利 息 及 び
配 当 金

10,000

（２） 他 会 計 負 担 金 1,866,000

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 88,331,000

（４） 雑 収 益 1,324,000 91,531,000

４．営業外費用

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

5,612,000

（２） 雑 支 出 10,000,000 15,612,000 75,919,000

経 常 利 益 89,401,941

当 年 度 純 利 益 89,401,941

78,826,372

その他未処分利益剰余金変動額 711,933,531

880,161,844

令和２年度　玉野市水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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（単位  円）

１．固定資産

（１）有 形 固 定 資 産

　イ．土 地 323,138,940

　ロ．建 物 142,478,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 61,430,790 81,047,447

　ハ．構 築 物 12,293,100,416

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,338,110,575 6,954,989,841

　ニ．機 械 及 び 装 置 446,900,479

減 価 償 却 累 計 額 △ 226,824,042 220,076,437

　ホ．車 両 運 搬 具 17,910,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,264,500 5,645,500

　ヘ．工具、器具及び備品 23,061,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,988,091 5,073,149

　ト．建 設 仮 勘 定 0

有形固定資産合計 7,589,971,314

（２）投資その他の資産

　イ．出 資 金 170,000

投資その他の資産合計 170,000

7,590,141,314

２．流動資産

（１）現 金 預 金 1,127,374,874

（２）未 収 金 322,480,441

貸 倒 引 当 金 △ 9,745,676 312,734,765

（３）貯 蔵 品 6,847,530

（４）前 払 金 78,800,000

1,525,757,169

　資産合計 9,115,898,483

令和２年度　玉野市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　産　の　部

　固定資産合計

　流動資産合計
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３．固定負債

（１）企 業 債 393,719,012
　イ．建設改良費等の財源に

充てるための企業債 393,719,012

（２）引 当 金 99,894,822

　イ．退 職 給 付 引 当 金 99,894,822

493,613,834

４．流動負債

（１）企 業 債 20,225,400
　イ．建設改良費等の財源に

充てるための企業債 20,225,400

（２）未 払 金 241,208,926

（３）預 り 金 13,340,402

（４）引 当 金 10,731,386

　イ．賞 与 等 引 当 金 10,731,386

285,506,114

５．繰延収益

（１）長 期 前 受 金 4,502,891,172

収 益 化 累 計 額 △ 2,287,939,550

2,214,951,622

　負債合計 2,994,071,570

６．資本金 4,545,273,933

７．剰余金

（１）資 本 剰 余 金 5,911,346

　イ．受 贈 財 産 評 価 額 5,911,346

（２）利 益 剰 余 金

　イ．減 債 積 立 金 178,025,488

　ロ．建 設 改 良 積 立 金 512,454,302

　ハ．当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

880,161,844

1,570,641,634

1,576,552,980

　資本合計 6,121,826,913

9,115,898,483

負　債　の　部

　固定負債合計

　流動負債合計

　繰延収益合計

資　本　の　部

　利益剰余金合計

　剰余金合計

　負債資本合計
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（単位  円）

１．固定資産

（１）有 形 固 定 資 産

　イ．土 地 329,805,940

　ロ．建 物 142,478,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 63,230,790 79,247,447

　ハ．構 築 物 14,011,393,416

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,559,109,575 8,452,283,841

　ニ．機 械 及 び 装 置 483,464,479

減 価 償 却 累 計 額 △ 251,824,042 231,640,437

　ホ．車 両 運 搬 具 17,910,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,264,500 5,645,500

　ヘ．工具、器具及び備品 24,197,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,435,091 3,762,149

有形固定資産合計 9,102,385,314

（２）投資その他の資産

　イ．出 資 金 170,000

投資その他の資産合計 170,000

9,102,555,314

２．流動資産

（１）現 金 預 金 1,347,348,474

（２）未 収 金 322,480,441

貸 倒 引 当 金 △ 9,735,179 312,745,262

（３）貯 蔵 品 6,847,530

（４）前 払 金 78,800,000

1,745,741,266

　資産合計 10,848,296,580

令和３年度　玉野市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　産　の　部

　固定資産合計

　流動資産合計
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３．固定負債

（１）企 業 債 1,801,138,384
　イ．建設改良費等の財源に

充てるた めの企業 債 1,801,138,384

（２）引 当 金 108,252,096

　イ．退 職 給 付 引 当 金 108,252,096

1,909,390,480

４．流動負債

（１）企 業 債 20,880,628
　イ．建設改良費等の財源に

充てるた めの企業 債 20,880,628

（２）未 払 金 241,208,926

（３）預 り 金 13,340,402

（４）引 当 金 10,867,228

　イ．賞 与 等 引 当 金 10,867,228

286,297,184

５．繰延収益

（１）長 期 前 受 金 4,829,949,172

収 益 化 累 計 額 △ 2,374,156,550

2,455,792,622

　負債合計 4,651,480,286

６．資本金 4,548,310,933

７．剰余金

（１）資 本 剰 余 金 5,911,346

　イ．受 贈 財 産 評 価 額 5,911,346

（２）利 益 剰 余 金

　イ．減 債 積 立 金 157,800,088

　ロ．建 設 改 良 積 立 金 399,974,302

　ハ．当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

1,084,819,625

1,642,594,015

1,648,505,361

　資本合計 6,196,816,294

10,848,296,580

負　債　の　部

　固定負債合計

　流動負債合計

　繰延収益合計

資　本　の　部

　利益剰余金合計

　剰余金合計

　負債資本合計
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令和２年度 注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品･･･先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産･･･定額法

・主な耐用年数

建物 ８～６０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ４～ ５年

工具、器具及び備品 ４～２０年

３ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

（３）賞与等引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当

事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は１５，５７２，２１６円である。

Ⅲ．セグメント情報

上水道事業の単一セグメントのため、セグメント情報の記載を省略している。
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Ⅳ．リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料

１年内 １，０４４，０００円

１年超 ２，００１，０００円

計 ３，０４５，０００円

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）貸倒引当金の取崩し

当事業年度において、不納欠損として１，９０４，８２９円を処理するため、同額を

貸倒引当金から取り崩す。

（２）退職給付引当金の取崩し

当事業年度において、退職手当として６１０，０００円を支給するため、同額を退職

給付引当金から取り崩す。

（３）賞与等引当金の取崩し

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため、１２，０６３，１２６

円を賞与等引当金から取り崩す。
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令和３年度 注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品･･･先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産･･･定額法

・主な耐用年数

建物 ８～６０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ４～ ５年

工具、器具及び備品 ４～２０年

３ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

（３）賞与等引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当

事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は１２，５３８，４９６円である。

Ⅲ．セグメント情報

上水道事業の単一セグメントのため、セグメント情報の記載を省略している。
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Ⅳ．リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料

１年内 １，０４４，０００円

１年超 ９５７，０００円

計 ２，００１，０００円

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）貸倒引当金の取崩し

当事業年度において、不納欠損として１，９３３，６９１円を処理するため、同額を

貸倒引当金から取り崩す。

（２）退職給付引当金の取崩し

当事業年度において、退職手当の支給予定はないため、退職給付引当金の取崩しはな

い。

（３）賞与等引当金の取崩し

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため、１０，７３１，３８６

円を賞与等引当金から取り崩す。


